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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第２四半期連結
累計期間

第44期
第２四半期連結
累計期間

第43期
第２四半期連結
会計期間

第44期
第２四半期連結
会計期間

第43期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

営業収益（千円） 46,633,05553,885,74023,372,58826,999,24097,138,394

経常利益（千円） 1,969,4672,585,3171,077,4101,394,2824,796,620

四半期（当期）純利益（千円） 1,152,6911,507,148694,719 891,6522,701,461

純資産額（千円） － － 13,449,34617,150,55815,087,315

総資産額（千円） － － 32,460,77641,310,74442,321,529

１株当たり純資産額（円） － － 940.01 1,125.351,053.27

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
78.73 101.97 48.72 58.87 186.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 101.79 － 58.77 186.91

自己資本比率（％） － － 41.3 41.3 35.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
893,190 710,325 － － 3,376,175

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△245,844△329,881 － － △5,315,136

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,382,375△455,854 － －  1,953,815

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,478,0483,125,7893,219,361

従業員数（人） － － 590 821 792

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．第43期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは、株式会社リロ・ホールディング（当社）を中心に、連結子会社17社および持分法適用関連会社５社

により構成されております。

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 821(390) 

　（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員には嘱託社員は含まれておりません。

３．パートタイマーおよびアルバイトは（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

 

（２）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 47 (5) 

　（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員には嘱託社員は含まれておりません。

３．パートタイマーおよびアルバイトは（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社グループでは生産業務は行っておりませんので、該当事項はありません。

（２）受注実績

　該当事項はありません。

（３）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日 
　至　平成22年９月30日)

　     　前年同四半期比（％）

リロケーション事業（千円） 23,601,105 －

福利厚生代行サービス事業（千円） 1,970,316 －

リゾート事業（千円） 894,668 －

報告セグメント計（千円） 26,466,089 －

その他（千円） 533,150 －

合計（千円） 26,999,240 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。　

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間の日本経済は、中国をはじめとする新興諸国への輸出が伸張し、製造業など一部におい

ては持ち直しの傾向が見られました。しかしながら、欧州など先進諸国の不安定な経済動向を背景に円高が進行し、

輸出産業の収益を圧迫した他、依然として失業率が高止まりしていることなど、日本経済は引き続き厳しい状況に

あります。

　このような環境下においても、企業の福利厚生制度は不可欠な人事制度の一つとして定着しており、効率的な制度

運営に対するニーズは底堅く推移しております。当社グループは、これらのニーズを的確に捉え、引き続き管理戸数

や会員数といったストックを積み増しました。また、前期にグループに加わった株式会社東都も堅調に推移した他、

リゾート事業の伸張も連結業績へ寄与しております。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間における連結業績は、営業収益269億99百万円（前年同期比15.5％増）、

経常利益13億94百万円（同29.4％増）、四半期純利益８億91百万円（同28.3％増）と、第２四半期連結会計期間と

しての最高益を更新いたしました。

　なお、９月22日付けで公表いたしました当社グループの事業子会社におけるお客様情報の流出については、お客様

をはじめ投資家の皆様へも多大なご迷惑とご心配をおかけしましたことを、あらためて深くお詫び申し上げます。

リスク管理に関わる専門チームを設置するなど、これまで以上に情報セキュリティを高めていく措置を講じてお

り、今後も継続的に強化していくことで皆様に安心して当社グループのサービスをご利用頂けるよう努めてまいり

ます。

 

セグメント毎の業績は以下のとおりであります。

 

①リロケーション事業　

　当事業は、当社グループの創業事業である転勤者の留守宅管理サービス「リロケーションサービス」をはじめと

して、企業福利厚生の住宅分野における様々なアウトソーシングサービスを提供しております。主なサービスとし

ては、物件検索等の転居支援サービス「リロネット」、借上社宅管理業務のフルアウトソーシングサービス「リラ

イアンス」、海外赴任業務支援サービス「海外赴任ｎａｖｉ」、24時間緊急工事対応サービス「住まいるレン

ジャーＲＥＬＯ２４」等があります。これらは全て企業や従業員の様々なニーズに応えるべく事業化してきたサー

ビスです。

　引き続き「リライアンス」の管理戸数を積み増したことに加えて、日系企業の海外赴任者数が増加したことから

海外赴任業務支援サービスなども伸張いたしました。また、前連結会計年度の第４四半期に当社グループに加わっ

た株式会社東都の業績が、今期は期初から連結に算入されたことも寄与しております。

　これらの結果、営業収益236億１百万円、営業利益７億99百万円となりました。

 

②福利厚生代行サービス事業

　当事業は、顧客企業の従業員の皆様にレジャー・ライフサポート等の福利厚生制度を提供する「福利厚生倶楽

部」と、提携企業の会員組織に対し、ロイヤルティ・プログラムを提供する「クラブオフアライアンス」を運営し

ております。

　前連結会計年度に「福利厚生倶楽部」の会員企業が減少したことが影響し減収となりましたが、かねてからサー

ビスオペレーションの効率化を推し進めてきたことに加えて、一部の媒体発行時期が下期にずれ込んだことも当会

計期間の利益を押し上げました。なお、当第２四半期連結会計期間においては、会員企業の新規獲得が持ち直しの傾

向にあることや、既存会員企業の退会が減少していることなどから会員数は増加しております。

　これらの結果、営業収益19億70百万円、営業利益４億36百万円となりました。

 

③リゾート事業

　当事業は「使う分だけ別荘を所有する」をコンセプトとしたポイント制タイムシェアプログラム「ポイントバ

ケーションリロ」、リゾート施設の運営代行サービスを手掛けております。

　前連結会計年度に新設した「ポイントバケーション京都岡崎」において、関西地域を中心とする新規会員の獲得

が順調に推移いたしました。また、同じく前連結会計年度に新たにスタートしたホテル運営事業が堅調に推移した

ことも寄与しております。

　これらの結果、営業収益８億94百万円、営業利益２億６百万円となりました。
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④その他の事業

　当事業は、主力事業に関連する事業分野として、主に金融保険事業で構成されております。

　リロケーション事業における「リライアンス」の管理戸数が増加し、「リロ補償」を利用する管理物件が増加し

たことに加えて、グループの各種サービスに付帯される保険販売も伸張しました。

　これらの結果、営業収益５億33百万円、営業利益１億69百万円となりました。

 

（資産・負債の状況）

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は413億10百万円（前連結会計年度末比2.4％減）となり、また、負債合計

は241億60百万円（同11.3％減）、純資産合計は171億50百万円（同13.7％増）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて93百万円

減少し、31億25百万円となりました。

 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況、およびキャッシュ・フロー指標のトレンドは下

記のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、７億11百万円（前年同期は２億53百万円の

獲得）となりました。税金等調整前四半期純利益14億５百万円を計上した一方で、売上債権が４億５百万円増加し

た他、敷金及び保証金の差入れに２憶19百万円を支出したことなどが主な要因であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、１億16百万円（前年同期は１億13百万円の

使用）となりました。有形固定資産の売却により１億75百万円を得た一方で、有形固定資産の取得により１億65百

万円、ソフトウェアの取得により１億20百万円を支出したことなどが主な要因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、13億81百万円（前年同期は９億27百万円の

使用）となりました。自己株式の売却により２億47百万円を調達した一方で、長期借入金の返済に14億56百万円を

支出したことなどが主な要因であります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動　

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社は事業用土地建物として保有していた設備を売却しております。

その主要な設備は、次のとおりであります。

  提出会社　 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳　簿　価　額
従業員数
（人）

建物
（千円）

工具、器具及
び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

無形固定
資産
(千円)

合計
（千円）

シティクレスト津田沼

（千葉県船橋市）

リロケーショ

ン事業
事業用土地建物 41,612 －

107,004

(1,037.16)
－ 148,616 －

　

　当第２四半期連結会計期間において、株式会社ワールドリゾートオペレーションのリゾート事業拡大のため、下記

施設が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。

　国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳　簿　価　額
従業員数
（人）

建物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

無形固定
資産
(千円)

合計
（千円）

株式会社ワールド

リゾートオペレー

ション

レイセニッ

ト城崎

（兵庫県豊

岡市）

リゾート事

業

事務所・事

業用宿泊施

設

101,535 －
10,719

(6,203.00)
－ 112,255 －

　　

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,210,000

計 60,210,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,158,720 15,158,720
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数　100株　

計 15,158,720 15,158,720 － －

　１．「提出日現在発行数」の欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）については、平成22年６月28日に上場廃止申請を行い、同年８月14日付で上

場廃止となっております。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年６月27日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 693

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 138,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,509

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月１日

至　平成24年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,509

資本組入額　　　  755　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行役員、

使用人または監査役であることを要するものとする。ま

た、これらの新株予約権者は退任または退職後１年以内に

限って権利行使を認める。ただし以上の行使条件以外で権

利行使を認める場合は、新株予約権者が退任または退職ま

でに取締役会が正当な理由があるとして権利行使を認め

た場合とする。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはでき

ない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．平成17年１月26日開催の取締役会の決議により、平成17年５月20日付で１株を２株とする株式分割を行って

おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．平成18年５月25日開催の取締役会の決議により、平成18年６月１日付で新株予約権の行使の条件を変更して

おります。これにより新株予約権者が新株予約権の権利行使時において取締役、執行役員または使用人である

ことに加え「または監査役」であることを追加、及び「新株予約権者が退任または退職後までに取締役会が

正当な理由があるとして権利行使を認めた場合」の旨を追加しております。
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②　平成16年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 652

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 130,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,686

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月３日

至　平成26年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,686

資本組入額　　　  843

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則第８条第８項の定義による」以下「関係会社」

と記す。）の取締役、執行役員または使用人ならびに当社

監査役であることを要するものとする。ただし権利行使時

にこれらの地位を喪失した場合であっても当社取締役会

が正当な理由があると認め、その者の権利行使を承認した

場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係会

社の取締役、執行役員または使用人ならびに当社監査役と

の間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により　

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．平成17年１月26日開催の取締役会の決議により、平成17年５月20日付で１株を２株とする株式分割を行って

おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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③　平成17年６月24日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 845

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,525

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月２日

至　平成27年６月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,525

資本組入額　　　  763

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則第８条第８項の定義による」以下「関係会社」

と記す。）の取締役、執行役員または使用人ならびに当社

監査役であることを要するものとする。ただし権利行使時

にこれらの地位を喪失した場合であっても当社取締役会

が正当な理由があると認め、その者の権利行使を承認した

場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係会

社の取締役、執行役員または使用人ならびに当社監査役と

の間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

④　平成20年６月26日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 531

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 53,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,299

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月26日

至　平成25年７月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,299

資本組入額　　　  650

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関

する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行役

員または従業員ならびに当社監査役であることを要する

ものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失した

場合であっても当社取締役会が正当な理由があると認め、

その者の権利行使を承認した場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係会

社の取締役、執行役員または従業員ならびに当社監査役と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。また、発効日以降付与対象者の権利放棄により

一部を消却しております。
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⑤　平成21年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,173

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 217,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,267

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月26日

至　平成25年７月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,267

資本組入額　　　  634

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関

する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行役

員または従業員ならびに当社監査役であることを要する

ものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失した

場合であっても当社取締役会が正当な理由があると認め、

その者の権利行使を承認した場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係会

社の取締役、執行役員または従業員ならびに当社監査役と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 15,158,720 － 2,561,293 － 2,754,397
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

佐々田　正徳 東京都新宿区 4,926 32.50
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,211 7.99

ビービーエイチ・フォー・フィデリ
ティ・ロープライスド・ストック・
ファンド
（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ
銀行）　

40 WATER STREET,  BOSTON MA 02109 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

948　 6.26　

ビーエヌワイ・ジーシーエム・クラ
イアント・アカウント・ジェイピー
アールディー・エーシー・アイエス
ジー（エフイー－エーシー）　
（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ
銀行）　

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内２－７－１）　　

610 4.03

エン・ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿６－５－１ 500 3.30
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 454 3.00

ザ・チェース・マンハッタン・バン
ク， エヌエイ・ロンドン・エス・エ
ル・オムニバス・アカウント
（常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行）　

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND
（東京都中央区月島４－16－13）

366　 2.42　

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 300 1.98
ジェーピーエムビーエルエスエー・
オフショア・レンディング・ジャス
ディック・アカウント
（常任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行）　

WOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD ENGLAND
（東京都中央区月島４－16－13）　

272　 1.80　

ステート・ストリート・バンク・ア
ンド・トラスト・カンパニー
（常任代理人　香港上海銀行東京支
店）　

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都中央区日本橋３－11－１）　

221 1.46

計  9,811 64.72

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式1,021千株、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社の所有株式291千株は、信託業務に係る株式数です。

２．タワー投資顧問株式会社から平成15年４月１日付で大量保有報告書の写し、平成20年９月17日付で変更報告書

の写し、平成21年３月５日付で変更報告書の写し、平成22年６月25日付で変更報告書の写しが送付され、平成22

年６月15日現在で768千株保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当四半期末時点における保

有株式数の確認ができませんでしたので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内

容は以下のとおりであります。

大量保有者　　タワー投資顧問株式会社

住所　　　　　東京都港区芝大門１丁目２番18号　野依ビル２階

所有内容　　　株式768,100株
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３．シュローダー証券投信投資顧問株式会社およびシュローダー・インベストメント・マネージメント（ホンコ

ン）リミテッドから連名により平成21年７月17日付で大量保有報告書の写し、平成21年10月６日付で変更報告

書の写し、平成22年６月17日付で変更報告書の写しが送付され、平成22年６月15日現在で1,303千株保有してい

る旨の報告を受けておりますが、当社として当四半期末時点における保有株式数の確認ができませんでしたの

で、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりであります。　　

大量保有者　　シュローダー証券投信投資顧問株式会社

住所　　　　　東京都千代田区丸の内１－８－３

所有内容　　　株式1,256,200株

大量保有者　　シュローダー・インベストメント・マネージメント（ホンコン）リミテッド

住所　　　　　香港　セントラル、コンノート・プレイス８ツー・エクスチェンジ・スクエア１９Ｆ

所有内容　　　株式47,400株

４. フィデリティ投信株式会社から平成22年４月21日付で大量保有報告書の写し、平成22年６月22日付で変更報告

書の写し、平成22年８月６日付で変更報告書の写し、平成22年10月７日付で変更報告書が送付され、平成22年９

月30日現在で1,384千株保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当四半期末時点における保有

株式数の確認ができておりませんでしたので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、当該変更報告書

の内容は以下のとおりであります。

　　大量保有者　　フィデリティ投信株式会社

　　住所　　　　　東京都港区虎ノ門４－３－１　城山トラストタワー

　　保有内容　　　株式1,384,000株　

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式  　　  500 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 　普通株式 15,156,700 151,567 同上

単元未満株式 　普通株式　　　1,520　 － 同上

発行済株式総数 15,158,720 － －

総株主の議決権 － 151,567 －

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社リロ・ホール

ディング

東京都新宿区新宿四丁目

３番23号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,643 1,810
1,401

※1,540　
1,380 1,350 1,310

最低（円） 1,540 1,302
1,321

※1,335　
1,310 1,262 1,204

　（注）最高・最低株価は、平成22年６月14日からは東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、それ以前は大阪

証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。なお、平成22年６月の月別最高・最低株価のうち、※

印は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

（１）新任役員

　該当事項はありません。

　

（２）退任役員　

役名 職名 氏名 退任年月日

　代表取締役 社長 　土屋　真 　平成22年10月１日

(注）土屋真氏は、平成22年10月１日付で当社顧問に就任しております。

　

（３）役職の異動　

新役名 新職名　 旧役名　 旧職名　 氏名　 異動年月日　

　代表取締役 社長 　取締役 － 　中村　謙一 平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,355,837 3,356,517

受取手形及び営業未収入金 3,601,109 4,680,807

有価証券 － 102,304

販売用不動産 295,679 356,103

貯蔵品 143,337 129,728

前渡金 5,892,141 5,837,542

その他 3,374,531 2,975,957

貸倒引当金 △27,061 △28,715

流動資産合計 16,635,575 17,410,245

固定資産

有形固定資産

建物 3,946,564 3,910,161

減価償却累計額 △1,350,282 △1,289,246

建物（純額） 2,596,282 2,620,915

工具、器具及び備品 915,500 946,751

減価償却累計額 △731,719 △738,888

工具、器具及び備品（純額） 183,781 207,863

土地 1,265,939 1,366,312

建設仮勘定 34,343 －

その他 379,634 379,661

減価償却累計額 △160,894 △142,652

その他（純額） 218,739 237,008

有形固定資産合計 4,299,085 4,432,099

無形固定資産

ソフトウエア 822,082 762,372

のれん 2,517,314 2,589,614

その他 28,339 29,166

無形固定資産合計 3,367,736 3,381,153

投資その他の資産

投資有価証券 6,456,881 6,397,768

敷金及び保証金 8,005,841 7,906,368

その他 2,592,903 2,837,696

貸倒引当金 △47,281 △43,802

投資その他の資産合計 17,008,346 17,098,030

固定資産合計 24,675,168 24,911,283

資産合計 41,310,744 42,321,529
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 1,343,093 1,673,546

短期借入金 1,134,648 287,996

1年内返済予定の長期借入金 1,171,200 1,334,400

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 643,462 1,983,621

前受金 7,953,376 8,008,896

賞与引当金 334,335 293,765

その他 1,982,671 2,251,515

流動負債合計 14,562,789 15,843,742

固定負債

長期借入金 5,216,900 6,843,700

債務保証損失引当金 79,830 80,088

長期預り敷金 3,992,120 4,144,236

退職給付引当金 183,090 173,042

負ののれん 7,560 7,958

その他 117,894 141,445

固定負債合計 9,597,395 11,390,471

負債合計 24,160,185 27,234,213

純資産の部

株主資本

資本金 2,561,293 2,561,293

資本剰余金 3,164,151 2,754,397

利益剰余金 11,581,625 10,687,319

自己株式 △475 △748,252

株主資本合計 17,306,594 15,254,758

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 633 2,463

為替換算調整勘定 △249,010 △239,459

評価・換算差額等合計 △248,377 △236,995

新株予約権 52,758 33,888

少数株主持分 39,583 35,664

純資産合計 17,150,558 15,087,315

負債純資産合計 41,310,744 42,321,529
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 46,633,055 53,885,740

営業費用 41,662,155 47,018,482

営業総利益 4,970,900 6,867,257

販売費及び一般管理費 ※1
 3,066,852

※1
 4,375,672

営業利益 1,904,048 2,491,585

営業外収益

受取利息 14,152 9,508

受取配当金 22,452 15,630

持分法による投資利益 69,578 166,183

その他 15,370 34,296

営業外収益合計 121,553 225,619

営業外費用

支払利息 19,065 30,908

為替差損 421 53,755

自己株式取得費用 25,587 －

株式公開費用 － 20,000

その他 11,060 27,223

営業外費用合計 56,134 131,887

経常利益 1,969,467 2,585,317

特別利益

固定資産売却益 － 26,942

債務保証損失引当金戻入額 1,966 294

貸倒引当金戻入額 3,232 －

特別利益合計 5,198 27,236

特別損失

固定資産除却損 3,087 4,415

臨時損失 － ※2
 12,296

特別損失合計 3,087 16,711

税金等調整前四半期純利益 1,971,578 2,595,842

法人税、住民税及び事業税 820,019 701,068

法人税等調整額 3,325 383,706

法人税等合計 823,345 1,084,775

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,511,066

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,458 3,918

四半期純利益 1,152,691 1,507,148

EDINET提出書類

株式会社リロ・ホールディング(E05047)

四半期報告書

21/35



【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 23,372,588 26,999,240

営業費用 20,755,947 23,440,317

営業総利益 2,616,641 3,558,922

販売費及び一般管理費 ※1
 1,556,343

※1
 2,224,350

営業利益 1,060,298 1,334,572

営業外収益

受取利息 6,483 4,709

持分法による投資利益 49,740 90,884

その他 8,735 26,324

営業外収益合計 64,959 121,918

営業外費用

支払利息 8,996 14,745

為替差損 32,341 42,315

その他 6,509 5,147

営業外費用合計 47,847 62,208

経常利益 1,077,410 1,394,282

特別利益

固定資産売却益 － 26,942

債務保証損失引当金戻入額 1,966 147

貸倒引当金戻入額 2,772 －

特別利益合計 4,738 27,089

特別損失

固定資産除却損 259 3,362

臨時損失 － ※2
 12,296

特別損失合計 259 15,658

税金等調整前四半期純利益 1,081,889 1,405,712

法人税、住民税及び事業税 451,403 306,206

法人税等調整額 △65,540 204,344

法人税等合計 385,862 510,550

少数株主損益調整前四半期純利益 － 895,162

少数株主利益 1,307 3,509

四半期純利益 694,719 891,652
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,971,578 2,595,842

減価償却費 324,364 317,131

のれん償却額 9,321 71,902

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,390 2,066

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,523 40,570

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 10,047

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △1,966 △257

受取利息及び受取配当金 △36,604 △25,139

支払利息 19,065 30,908

持分法による投資損益（△は益） △69,578 △166,183

株式公開費用 － 20,000

有形固定資産売却損益（△は益） － △26,942

有形固定資産除却損 3,087 4,415

売上債権の増減額（△は増加） 970,652 1,021,683

たな卸資産の増減額（△は増加） △503 61,008

仕入債務の増減額（△は減少） △697,507 △383,789

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △312,458 △99,473

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △268,480 △150,143

その他 △299,825 △654,349

小計 1,628,058 2,669,296

利息及び配当金の受取額 98,540 115,363

利息の支払額 △17,090 △33,106

法人税等の支払額 △819,831 △2,041,227

法人税等の還付額 3,513 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 893,190 710,325

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △84,141 △205,798

有形固定資産の売却による収入 － 175,575

ソフトウエアの取得による支出 △86,106 △254,379

その他 △75,595 △45,279

投資活動によるキャッシュ・フロー △245,844 △329,881

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 857,972

長期借入金の返済による支出 △248,600 △1,790,000

社債の償還による支出 － △10,000

株式公開費用の支出額 － △20,000

自己株式の取得による支出 △772,687 △77

自己株式の売却による収入 － 1,147,527

配当金の支払額 △560,859 △641,620

その他 △228 343

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,382,375 △455,854

現金及び現金同等物に係る換算差額 44,954 △18,161

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △690,075 △93,572

現金及び現金同等物の期首残高 3,112,630 3,219,361

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 55,493 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,478,048

※
 3,125,789
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (１)連結範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間において、RELOCATION INTERNATIONAL OF

HAWAII,INC. は清算結了したため、連結の範囲から除外しております。また、

㈱ハルインターナショナルは、㈱リロケーション・インターナショナルに吸

収合併されたため、連結の範囲から除外しております。　

 (２)変更後の連結子会社の数

　　17社　

２．持分法の適用に関する事項の変更 (１)持分法適用関連会社

　第１四半期連結会計期間において、JAPAN RELOCATION,INC．については、全

保有株式を売却したため、持分法適用関連会社に該当しなくなりました。　

(２)変更後の持分法適用関連会社の数

　　５社　

３．会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。  

　なお、これによる損益への影響はありません。 　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

　偶発債務

　　保証債務

 偶発債務

　 保証債務　

  家賃保証業務に係る保証極度相当額は次のとおりで

あります。

家賃保証業務に係る保証極度相当額は次のとおりで

あります。

リロケーション事業      3,035,707千円

その他の事業      1,723,715千円

リロケーション事業      2,980,371千円

その他の事業      1,576,259千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

給与手当 898,079千円　

賞与引当金繰入額 115,223千円　

　　　　　　　――――――

給与手当 1,383,703千円　

賞与引当金繰入額 207,465千円　

※２．顧客情報流出対応費用であります。　　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

給与手当 451,691千円　

賞与引当金繰入額 58,023千円　

　　　　　　　――――――

給与手当 694,245千円　

賞与引当金繰入額 106,997千円　

※２．顧客情報流出対応費用であります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,597,059千円

担保に供している預金 △225,623千円

有価証券勘定 106,612千円

現金及び現金同等物 2,478,048千円

　

現金及び預金勘定 3,355,837千円

担保に供している預金 △230,048千円

現金及び現金同等物 3,125,789千円
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（株主資本等関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

　

　普通株式（株） 15,158,720 　

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

　

　普通株式（株） 538 　

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　提出会社　　52,758千円

 （注）権利行使期間の初日は到来しておりません。

　

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月27日

取締役会
普通株式 641,620 45平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金　

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、第１四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式を700,000株、581,663千円処分いた

しました。この結果、第１四半期連結会計期間において資本剰余金が318,697千円増加しております。また、当第２

四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式を200,000株、166,189千円処分いたしました。こ

の結果、当第２四半期連結会計期間において資本剰余金が91,056千円増加しております。なお、当第２四半期連結

会計期間末における自己株式は538株、475千円となっております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
（千円）

福利厚生代行
サービス事業
（千円）

リゾート事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

20,238,4892,016,614693,143424,34123,372,588 － 23,372,588

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

157,59019,308 － 27,859204,757△204,757 －

計 20,396,0792,035,922693,143452,20123,577,346△204,75723,372,588

営業利益 660,136365,785114,962159,4021,300,286△239,9881,060,298

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
（千円）

福利厚生代行
サービス事業
（千円）

リゾート事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

40,321,2414,233,0731,184,212894,52746,633,055 － 46,633,055

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

303,38032,351 － 58,737394,469△394,469 －

計 40,624,6214,265,4251,184,212953,26547,027,525△394,46946,633,055

営業利益 1,160,238869,056130,852204,2682,364,416△460,3681,904,048

　（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分の主要な内容 

事業区分  主要な内容

 リロケーション事業
企業住宅制度の総合アウトソーシング、住居系不動産の管理サービ

ス、赴任業務の総合アウトソーシング等

 福利厚生代行サービス事業
福利厚生アウトソーシング、ＣＲＭアウトソーシング、シニア向けラ

イフサポート等 

 リゾート事業 会員制リゾート事業等

 その他の事業 金融保険事業等

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(自　

平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。
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【海外営業収益】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(自　

平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

　１．報告セグメントの概要　

　　　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成　　　

22年７月１日　至平成22年９月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、住宅分野（リロケーション事業）とレジャー・ライフサポート分野（福利厚生代行サービス事

業）の双方にまたがった企業福利厚生のアウトソーシングの受託サービスを主力事業とし、その事業基盤を活かし

た関連事業（リゾート事業およびその他）を展開しております。　

　各事業の概要は下記のとおりであります。

リロケーション事業　　　　：企業住宅制度の総合アウトソーシング、住居系不動産の管理サービス、赴任業務の　　　　　　

　総合アウトソーシング等

福利厚生代行サービス事業　：福利厚生アウトソーシング、ＣＲＭアウトソーシング、シニア向けライフサポート等 

リゾート事業　　　　　　　：会員制リゾート事業、リゾート施設運営代行事業等

　

　２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

リロケー
ション事業

福利厚生
代行サー
ビス事業

リゾート
事業

計

営業収益         

外部顧客への営

業収益
47,106,6664,097,4511,624,24852,828,3671,057,37353,885,740－

53,885,740

　
セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

294,62434,9984,057333,68063,899397,580△397,580 －

計 47,401,2914,132,4501,628,30653,162,0471,121,27354,283,320△397,58053,885,740

セグメント利益 1,482,3991,021,520289,7982,793,719241,7363,035,456△543,8712,491,585

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融保険事業等であります。

　　　　２．営業利益の調整額△543,871千円には、セグメント間取引消去616千円、各報告セグメントに配分していない全社

費用△544,487千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部

門等管理部門に係る費用であります。　

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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  　 当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

リロケー
ション事業

福利厚生
代行サー
ビス事業

リゾート
事業

計

営業収益         

外部顧客への営

業収益
23,601,1051,970,316894,66826,466,089533,15026,999,240－

26,999,240

　
セグメント間の
内部営業収益又
は振替高

150,15220,2424,019174,41430,251204,666△204,666 －

計 23,751,2571,990,558898,68826,640,504563,40127,203,906△204,66626,999,240

セグメント利益 799,470436,783206,3541,442,608169,9691,612,578△278,0061,334,572

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融保険事業等であります。

　　　　２．営業利益の調整額△278,006千円には、セグメント間取引消去324千円、各報告セグメントに配分していない全社

費用△278,331千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部

門等管理部門に係る費用であります。　

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　記載すべき事項はありません。　

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。　　

　

（金融商品会計）

　　　　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　　　著しい変動がないため記載を省略しております。　

　

（有価証券関係）

        当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

（デリバティブ取引関係）

  当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

  当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　　ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　 販売費及び一般管理費　　8,567千円

 

（企業結合等関係）

  該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,125.35円 １株当たり純資産額 1,053.27円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 78.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 101.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
101.79円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）　

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 1,152,691 1,507,148

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,152,691 1,507,148

期中平均株式数（株） 14,641,896 14,780,634

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　四半期期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数(株) － 25,765

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－　

　

－
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 48.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 58.87円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
58.77円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。　

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）　

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 694,719 　 891,652

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 694,719  891,652

期中平均株式数（株） 14,258,240 15,145,177

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　四半期期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数(株) － 25,571

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－　

　

－

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比べてリース取引残高に著しい変動はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社リロ・ホールディング

　取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田博信　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リロ・ホー

ルディングの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社リロ・ホールディング(E05047)

四半期報告書

34/35



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 22年 11月10日

株式会社リロ・ホールディング

　取　　締　　役　　会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田博信　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リロ・ホー

ルディングの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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